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2009 年 6 月期決算概要 

 

・ ライセンス販売は、企業のＩＴ投資見直しにより市場収縮するも、サービ

ス分野伸長で増収確保 

・ 新商品開発体制の増強による原価増がコスト削減を上回り、営業利益、当

期純利益ともに減少 

・ 次期はグローバル連結ソリューション分野へ経営資源を集中投資、成長を

実現しつつビジネスモデルの転換を図る 

 
株式会社ディーバ（本社：東京都大田区、代表取締役社長 森川徹治）はこの度、平成
21年 6月期決算（2008 年 7 月 1日から 2009年 6月 30 日まで）を発表いたしましたので、
概略のご報告をいたします。 
 

１）業績概況 

 （百万円、％） 
平成 20年 6月期 

（2008/6） 

平成 21年 6月期 

（2009/6） 
前年同期比 

売 上 高   3,068  3,411 +11.2％ 

営 業 利 益 369 319 △13.6％ 

経 常 利 益 364 308 △15.3％ 

当 期  純  利   益 205 184 △10.2％ 

１株当たり当期純利益 16,440円 69銭（前年同期 18,676円 90銭） 
期中平均株式数 11,234株   

   

当期は、企業のＩＴ投資の抑制に加え、受注競争の激化等経営環境は厳しい状況となっ
ております。このような状況の中、当社は高度化・多様化するシステムへの要求と品質・
価格・納期等に関する厳しいニーズの両方に対応する投資効果の高いシステムソリューシ
ョンを提案・提供するため、商品ラインナップの拡充、開発力の強化による競争力の向上
に努めてまいりました。 

当期は、管理連結機能を強化した DivaSystem Version９による大規模グループと先進的
なグループ経営を実践されるお客様企業への提案・受注に注力し、情報収集モジュール等
の販売を強化しましたが、ライセンス販売は、急速に収縮する市場の影響を受け下期以降
の売上高は減少傾向で推移しました。サービス分野においては、引続き大規模プロジェク
トへの挑戦に積極的な取組みを行っており増収を確保しましたが、ライセンス販売の減少
に伴う新規受注の減少等、売上高は伸び悩む状況となっています。 
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また、商品力強化及びお客様企業への提供価値と品質を向上させる投資等、当社の継続

的な成長を支える将来への投資は慎重に選別のうえ、継続して実施する一方で、経費削減
及び投資効果による生産性の向上に努めました。 

この結果、平成 21 年６月末における DivaSystem ご利用お客様数は 587 社となり、売上
高は 3,411,334 千円（前年同期比 11.2％増）、経常利益 308,424 千円（同 15.3％減）、当
期純利益 184,706 千円（同 10.2％減）となりました。 

 

 

2）次期の業績見通し 

 （百万円、％） 

平成 21年 

6月期 

（2009/6） 

平成 22年 

6月期 

第 2四半期 

（2009/12） 

（予想） 

前年同期比 

平成 22年 

6月期 

（2010/6）

（予想） 

前年同期比 

売 上 高 3,411 1,540 △18.5％ 3,420 +0.3％ 

営 業 利 益 319 25 △90.3％ 330 +3.4％ 

経 常 利 益 308 20 △92.2％ 320 +3.8％ 

当 期 純 利 益 184 12 △92.0％ 190 +2.9％ 

１株当たり予想当期純利益（通期）16,762円 24銭 

 

当社の事業分野である連結会計、連結経営に関するビジネスソリューションは、連結財
務情報を中心とするグループ経営情報に関して、四半期開示の義務化による一層の充実・
早期化や内部統制の導入に加え、今後、マネジメント・アプローチによる新セグメント会
計基準やＩＦＲＳへの対応等が求められるなど、経営情報システムの高度化へのニーズを
実現するシステムソリューションとして、需要が高まっていく市場と考えています。今後、
連結財務諸表情報を構成する企業グループのＰＤＣＡ（Plan Do Check Action）サイクル
を実現し、連結経営の高度化を支援するソリューションを「ＧＣＭ（グローバル連結経営：
Global Consolidated Management）」と定義し、お客様企業へ製品・サービス・運用支援を
総合的に、信頼性のある高品質なビジネスソリューションとして提供できる体制を構築・
整備していきます。さらに、市場の創造と牽引による連結経営高度化の普及支援に努め、
中期的な目標である売上成長率 20％、売上高経常利益率 10％を維持しつつグローバル連
結経営ソリューションに取組む方針です。 

これにより、次期の見通しは、売上高 3,420 百万円（前年同期比 0.3％増）、営業利益 330
百万円（同 3.4％増）、経常利益 320 百万円（同 3.8％増）、当期純利益 190 百万円（2.9％
増）を見込んでおります。 

以上 


